
議案第１号

令和６年度南丹市一般会計補正予算（第６号）

令和６年度南丹市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２５３，０３０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ２６，４７０，６０９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算

補正」による。

令和７年１月２８日提出

南丹市長 西村 良平
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 庫 支 出 金15 3,011,526 286,444 3,297,970

国 庫 補 助 金2 1,211,036 286,444 1,497,480

繰 入 金19 1,558,004 △33,414 1,524,590

基 金 繰 入 金2 1,557,134 △33,414 1,523,720

26,470,609歳              入              合              計 26,217,579 253,030
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費2 6,207,386 1,770 6,209,156

総 務 管 理 費 1 5,858,730 1,770 5,860,500

民 生 費3 7,044,439 211,586 7,256,025

社 会 福 祉 費 1 4,564,346 206,886 4,771,232

児 童 福 祉 費 2 1,756,531 4,700 1,761,231

農 林 水 産 業 費6 1,303,689 27,674 1,331,363

農 業 費 1 918,149 27,674 945,823

商 工 費7 229,413 12,000 241,413

商 工 費 1 229,413 12,000 241,413

教 育 費10 1,978,774 0 1,978,774

保 健 体 育 費 6 544,054 0 544,054

26,470,609歳              出              合              計 26,217,579 253,030
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

15 国 庫 支 出 金 286,444 3,297,9703,011,526

19 繰 入 金 △33,414 1,524,5901,558,004

歳     入     合     計 26,217,579 253,030 26,470,609
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国府支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1,7702 1,770 6,209,1566,207,386総 務 費

225,5393 211,586 7,256,0257,044,439 △13,953民 生 費

27,6746 27,674 1,331,3631,303,689農 林 水 産 業 費

12,0007 12,000 241,413229,413商 工 費

19,46110 0 1,978,7741,978,774 △19,461教 育 費

歳     出     合     計 26,217,579 253,030 26,470,609 286,444 △33,414
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２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 15 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

286,444総務管理費補助金1286,444総務費国庫補助金1 975,014688,570 286,444物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

1,497,480286,4441,211,036計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 19

△33,414財政調整基金繰入1△33,414財政調整基金繰入1 1,144,4751,177,889 △33,414財政調整基金繰入金

金金

1,523,720△33,4141,557,134計
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３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

10交通対策 434,976 1,770 436,746 1,770 18負担金､補助 1,770 〇バス運行事業 1,770

費 及び交付金 　・地域公共交通運行維持奨励金 1,770

計 5,858,730 1,770 5,860,500 1,770

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

1社会福祉 1,136,915 173,000 1,309,915 173,000 1報 酬 1,722 〇価格高騰重点支援給付金支給事

総務費   業 173,000

3職員手当等 1,108 　・会計年度任用職員報酬 1,722

　・時間外勤務手当 1,108

8旅 費 90 　・会計年度任用職員費用弁償 90

　・消耗品費 775

10需 用 費 1,254 　・印刷製本費 479

　・通信運搬費 1,710

11役 務 費 2,326 　・手数料 616

　・京都府自治体情報化推進協議

18負担金､補助 166,500     会負担金 500

及び交付金 　・物価高騰重点支援給付金 166,000

3障害者福 1,734,010 10,624 1,744,634 10,624 18負担金､補助 10,624 〇福祉事業所物価高騰対策支援事

祉費 及び交付金   業 10,624

　・福祉事業所物価高騰対策支援

    交付金 10,624

4高齢者福 876,579 23,262 899,841 23,262 18負担金､補助 23,262 〇福祉事業所物価高騰対策支援事

祉費 及び交付金   業 23,262

　・福祉事業所物価高騰対策支援

    交付金 23,262

計 4,564,346 206,886 4,771,232 206,886
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（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1児童福祉 1,171,568 4,700 1,176,268 4,700 18負担金､補助 4,700 〇就学前教育・保育事業所物価高

総務費 及び交付金   騰対策支援事業 4,700

　・教育・保育事業所物価高騰対

    策支援交付金 4,700

2児童福祉 573,474 0 573,474 13,953 △13,953

施設費

計 1,756,531 4,700 1,761,231 18,653 △13,953

（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費

3農業振興 413,553 27,674 441,227 27,674 18負担金､補助 27,674 〇農業者緊急支援事業 27,674

費 及び交付金 　・畜産農家支援交付金 27,674

計 918,149 27,674 945,823 27,674

（款） 7 商工費 （項） 1 商工費

2商工振興 93,579 12,000 105,579 12,000 18負担金､補助 12,000 〇省エネ機器等導入支援事業 12,000

費 及び交付金 　・省エネ機器等導入支援補助金 12,000

計 229,413 12,000 241,413 12,000

（款） 10 教育費 （項） 6 保健体育費

3学校給食 394,781 0 394,781 19,461 △19,461

費

計 544,054 0 544,054 19,461 △19,461

-9-



１　一般職

　（１）　総括

（下記のアとイの合計）

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

備考

備考

2　職員数の（）内は短時間勤務の再任用職員及び任期付職員数である（外数）。

（単位：千円）

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(720人)

340人

(720人)

340人

（単位：千円）

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金等

補正後 34,894 18,266 30,568 1,245 82,244 1,593 30,938 793,477 21,075 230,772

補正前 34,894 18,266 30,568 1,245 81,136 1,593 30,938 793,477 21,075 230,772

比　較 1,108

（単位：千円） （単位：千円）

給　　　与　　　費 給　　　与　　　費

報酬 給　　料 職員手当 計 報　　酬 給　　料 職員手当 計

(23人) (697人)

324人 16人

(23人) (697人)

324人 16人

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当 退職手当

補正後 34,894 18,266 28,693 525 81,956 1,593 30,938 513,147 20,220 229,874 補正後 1,875 720 288 280,330 855 898

補正前 34,894 18,266 28,693 525 80,848 1,593 30,938 513,147 20,220 229,874 補正前 1,875 720 288 280,330 855 898

比　較 1,108 比　較

1　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載したもの
である。

１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

２　（）内は、会計年度任用職員のパートタイム勤務職員についての人数である（外数）。

３　特殊勤務手当については、バス運転手に係る主任手当及び副主任手当に相当するものである。

補　 正　 給 　与 　費 　明 　細 　書

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

補　正　後 846,210 1,330,361 1,245,072 3,421,643 621,907 4,043,550

補　正　前 844,488 1,330,361 1,243,964 3,418,813 621,907 4,040,720

比　　　較 1,722 1,108 2,830 2,830

職員手当
の内訳

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考 区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

補　正　後 1,278,156 960,106 2,238,262 422,698 2,660,960 補　正　後 846,210 52,205 284,966 1,183,381 199,209 1,382,590

補　正　前 1,278,156 958,998 2,237,154 422,698 2,659,852 補　正　前 844,488 52,205 284,966 1,181,659 199,209 1,380,868

比　　　較 1,108 1,108 1,108 比　　　較 1,722 1,722 1,722

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳
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　（２）　給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

（下記のアとイの合計）

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

（単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

（単位：千円） （単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考 区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

報　　　酬 1,722 その他の増減分 1,722 職員の勤務実績に伴う増分　1,722千円

職員手当 1,108 その他の増減分 1,108 時間外勤務手当の増分　1,108千円

報　　　酬 1,722 その他の増減分 1,722 職員の勤務実績に伴う増分　1,722千円

職員手当 1,108 職員手当その他の増減分 1,108 時間外勤務手当の増分　1,108千円 その他の増減分

給　　　料 その他の増減分

給　　　料

給　　　料 その他の増減分

その他の増減分
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